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１．現下の雇用情勢について
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○ 現在の雇用情勢は、着実に改善が進んでいる。

１１月の全国の有効求人倍率 １．２５倍

完全失業率 ３．３％

○ 景気は、このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いてい

る。ただし、電機関係の製造業を中心に一部工場の閉鎖や雇用調整の動き

もあり、各地域における今後の動向に引き続き注意が必要。

○ 機動的な雇用対策を推進するためには、各都道府県との情報共有、施策

の連携が重要。

○ 特に、各地域での工場の閉鎖や大規模な雇用調整の発生に当たっては速

やかな情報収集などの対応が必要。都道府県の商工部局と連携し、都道府

県労働局へ速やかに情報提供いただくとともに、雇用対策本部を設置する

場合の本部への参画など対策での連携をお願いする。

全国厚生労働関係部局長会議 労働分科会

《 雇用情勢について 》
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都道府県別雇用失業情勢

平成27年7～9月 平成27年11月 平成27年11月

全 国 3.4 ( ▲0.2) 1.25 ( 0.01) －
北 海 道 3.3 ( ▲0.1) 0.99 ( 0.00) 1.02 ( 0.02)
青 森 県 3.8 ( ▲0.1) 0.98 ( 0.01) 1.04 ( 0.00)
岩 手 県 2.5 ( ▲0.4) 1.22 ( 0.00) 1.32 ( ▲0.01)
宮 城 県 3.6 ( ▲0.1) 1.36 ( ▲0.01) 1.40 ( 0.00)
秋 田 県 3.3 ( 0.1) 1.10 ( 0.00) 1.13 ( 0.01)
山 形 県 2.5 ( ▲0.3) 1.23 ( 0.02) 1.32 ( 0.03)
福 島 県 2.8 ( ▲0.2) 1.46 ( 0.04) 1.68 ( 0.02)
茨 城 県 3.1 ( ▲0.3) 1.15 ( 0.00) 1.27 ( 0.01)
栃 木 県 3.2 ( ▲0.3) 1.10 ( 0.01) 1.20 ( 0.00)
群 馬 県 2.3 ( ▲0.4) 1.28 ( 0.02) 1.31 ( 0.00)
埼 玉 県 3.1 ( ▲0.3) 0.92 ( 0.01) 1.10 ( 0.00)
千 葉 県 3.0 ( ▲0.3) 1.06 ( 0.02) 1.25 ( 0.01)
東 京 都 3.3 ( ▲0.7) 1.85 ( 0.03) 1.32 ( 0.02)
神 奈 川 県 3.4 ( ▲0.1) 0.99 ( 0.02) 1.19 ( 0.05)
新 潟 県 2.5 ( ▲0.5) 1.20 ( 0.02) 1.24 ( 0.02)
富 山 県 2.3 ( ▲0.2) 1.53 ( 0.01) 1.71 ( 0.01)
石 川 県 2.4 ( ▲0.5) 1.48 ( 0.01) 1.50 ( 0.01)
福 井 県 1.8 ( ▲0.6) 1.61 ( 0.01) 1.70 ( 0.02)
山 梨 県 2.6 ( ▲0.1) 1.07 ( 0.04) 1.20 ( 0.05)
長 野 県 2.1 ( ▲0.4) 1.27 ( ▲0.01) 1.35 ( ▲0.01)
岐 阜 県 2.6 ( 0.0) 1.60 ( 0.02) 1.69 ( 0.03)
静 岡 県 2.7 ( 0.0) 1.25 ( 0.01) 1.33 ( 0.00)
愛 知 県 2.6 ( 0.2) 1.56 ( 0.01) 1.52 ( 0.01)
三 重 県 2.6 ( 0.2) 1.37 ( 0.05) 1.54 ( 0.04)
滋 賀 県 2.5 ( ▲0.6) 1.07 ( ▲0.02) 1.25 ( ▲0.01)
京 都 府 3.7 ( 0.2) 1.24 ( 0.00) 1.22 ( 0.00)
大 阪 府 4.7 ( 0.5) 1.26 ( 0.03) 1.12 ( 0.01)
兵 庫 県 3.9 ( 0.2) 1.05 ( 0.02) 1.14 ( 0.02)
奈 良 県 3.5 ( 0.1) 1.03 ( 0.03) 1.15 ( 0.01)
和 歌 山 県 3.1 ( 0.7) 1.09 ( 0.01) 1.16 ( ▲0.01)
鳥 取 県 2.4 ( ▲1.0) 1.21 ( 0.00) 1.30 ( 0.02)
島 根 県 2.6 ( ▲0.2) 1.34 ( 0.00) 1.42 ( ▲0.02)
岡 山 県 3.2 ( ▲0.2) 1.49 ( ▲0.03) 1.45 ( ▲0.01)
広 島 県 3.1 ( ▲0.1) 1.52 ( ▲0.02) 1.45 ( ▲0.02)
山 口 県 3.2 ( 0.2) 1.27 ( 0.00) 1.42 ( 0.00)
徳 島 県 3.0 ( ▲0.5) 1.28 ( 0.04) 1.35 ( 0.04)
香 川 県 2.6 ( ▲0.2) 1.50 ( 0.01) 1.58 ( 0.03)
愛 媛 県 2.7 ( ▲0.6) 1.31 ( 0.03) 1.34 ( 0.02)
高 知 県 2.7 ( ▲0.6) 1.05 ( 0.05) 1.01 ( 0.04)
福 岡 県 4.4 ( ▲0.2) 1.21 ( 0.02) 1.14 ( 0.01)
佐 賀 県 3.4 ( 0.4) 0.99 ( 0.00) 1.15 ( 0.01)
長 崎 県 3.2 ( ▲0.3) 1.01 ( 0.01) 1.12 ( 0.01)
熊 本 県 3.5 ( ▲0.2) 1.17 ( ▲0.02) 1.25 ( ▲0.03)
大 分 県 2.7 ( ▲0.4) 1.09 ( 0.02) 1.19 ( 0.02)
宮 崎 県 3.8 ( 0.3) 1.12 ( 0.01) 1.21 ( 0.00)
鹿 児 島 県 3.8 ( ▲0.4) 0.90 ( 0.03) 0.97 ( 0.02)
沖 縄 県 5.3 ( ▲0.9) 0.91 ( 0.02) 0.97 ( 0.01)

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

(注)1.完全失業率は原数値。有効求人倍率及び就業地別有効求人倍率は季節調整値。

2.（ ）内は、完全失業率は原数値の前年同期差、有効求人倍率及び就業地別有効求人倍率は前月差。

3.完全失業率はモデル推計値。

完全失業率（％） 有効求人倍率（倍）
（参考指標）就業地別
有効求人倍率（倍）
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平成２７年１０月６日現在
職業安定局雇用政策課

局名 設置日 対象企業（関連企業含む） 労働局以外の構成員

平成26年11月5日 長栄交通(株)
所単独だが、北海道（石狩振興局）、札幌市、関係年金事務所、道立札幌高等技術専門学院、高齢・障害・求職者雇用支援機構北海道職業能力開発促進センター等、関係機関と
連携

平成27年7月1日 北見東京電波(株) 所単独だが、オホーツク振興局、道立北見高等技術専門学院、美幌町、北見市、北見年金事務所と連携

平成27年8月19日 (株)ダイエー岩見沢店 所単独だが、空知振興局、岩見沢市、岩見沢年金事務所と連携

茨城局
（※２）

平成20年12月19日 － 茨城県、高齢・障害・求職者雇用支援機構茨城職業能力開発促進センター、(公財）産業雇用安定センター茨城事務所

栃木局 平成26年4月1日 シャープ 栃木県、影響を受ける自治体

群馬局 平成24年2月28日 三洋電機、太陽誘電、ルネサスエレクトロニクス 局単独だが、群馬県、関係市町村、関係機関と連携

平成27年5月11日 (株)ジャパンディスプレイ 深谷市、熊谷市

平成27年9月15日 (株)ニューバランスロジスティックス 白岡市

神奈川局 平成27年5月19日 箱根地域全般(噴火レベル２の引上げに伴い) 局単独だが、神奈川県及び箱根町と情報共有、連携

平成24年10月1日 ルネサスエレクトロニクス 福井県、福井市、坂井市、あわら市

平成26年10月9日 （株）井上工業 所単独だが、福井県、小浜市、小浜商工会議所の関係機関と連携

平成27年7月31日 アシックス物流(株)北陸配送センター 所単独だが、越前市、武生商工会議所、産業雇用安定センター福井事務所の関係機関と連携

山梨局 平成25年10月2日 ルネサスエレクトロニクス、横河電機、パナソニック
財務省関東財務局甲府財務事務所、山梨県、高齢・障害・求職者雇用支援機構山梨職業能力開発促進センター、（公財）産業雇用安定センター山梨事務所、甲斐市、中央市、昭
和町

平成24年12月19日 －
長野県、長野県経営者協会、長野県中小企業団体中央会、長野県商工会連合会、連合長野県連合会、高齢・障害・求職者雇用支援機構長野職業能力開発促進センター、産業雇
用安定センター長野事務所

平成27年8月21日 丸大食品工業(株)
長野県、飯田市、駒ヶ根市、高森町、喬木村、阿智村、下條村、豊丘村、飯田商工会議所、長野県中小企業団体中央会飯田分室、長野県商工会連合会南信支所、飯田職業安定
協会、

平成27年9月2日 小松食品(株)
長野県、長野市、千曲市、坂城町、千曲商工会議所、長野商工会議所、坂城町商工会、戸倉上山田商工会、 更埴職業安定協会、産業雇用安定センター、長野県中小企業団体中
央会、長野県経営者協会、高齢・障害・求職者雇用支援機構長野職業能力開発促進センター

滋賀局 平成24年10月1日 ルネサスエレクトロニクス 滋賀県、大津市、産業雇用安定センター滋賀事務所

大阪局 平成23年12月26日 パナソニック、シャープ 局単独だが、必要に応じて大阪府と連携

兵庫局
（※２）

平成20年12月19日 － 兵庫県

奈良局 平成24年11月20日 シャープ 奈良県、葛城市、大和郡山市、天理市、奈良市、産業雇用安定センター奈良事務所

広島局 平成27年8月21日 シャープ 広島県、東広島市、福山市、三原市、産業雇用安定センター広島事務所

山口局 平成24年7月13日 ルネサスエレクトロニクス 山口県、宇部市、山陽小野田市、柳井市

佐賀局
（※１）

平成27年4月24日 住友林業クレスト(株)九州工場 佐賀県、伊万里市、伊万里商工会議所、産業雇用安定センター佐賀事務所

鹿児島局
（※２）

平成20年12月18日 － 鹿児島県、高齢・障害・求職者雇用支援機構鹿児島職業能力開発促進センター、産業雇用安定センター鹿児島事務所

沖縄局 平成26年5月21日 沖縄三越 沖縄県、那覇市、㈱沖縄三越

※１ 北海道局、埼玉局、福井局（一部）、長野局（一部）及び佐賀局は、労働局でなく管轄の安定所に設置している。
※２ 茨城局、兵庫局及び鹿児島局は、平成20年設置の緊急雇用対策本部が継続しており、大規模雇用調整が発生した際に、その都度会議を開催している。
※３ 長野局は、平成24年設置の雇用対策本部が継続しており、大規模雇用調整が発生した際に、その都度会議を開催している。

北海道局
（※１）

都道府県労働局における雇用対策本部の設置状況

長野局
（中段・下

段
※１）

（上段※３）

福井局
（※１）

埼玉局
（※１）
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２．主要な雇用対策について
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○平成２８年度予算案では、『「全員参加の社会」の実現加速』と題し、

若者・女性・高齢者・障害者等の活躍推進、非正規労働者の待遇改

善、地方創生に向けた取組の推進、人材確保対策の推進などにより

全員参加型社会の実現に向けた取組を加速させる。

《具体的な平成２８年度予算案の主な柱》

➀ 若者の活躍推進

②生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整備

③ 女性の活躍推進・ひとり親に対する就業対策の強化

④ 障害者等の活躍推進

⑤ 重層的なセーフティネットの構築

⑥非正規労働者の待遇改善と希望の持てる生活の実現

⑦人材確保対策の推進

⑧地方創生に向けた取組の推進

全国厚生労働関係部局長会議 労働分科会

○都道府県で取り組む戦略産業雇用創造プロジェクトの対象地域拡充

○雇用情勢が厳しい地域において雇用開発に取り組む事業主を支援

する地域雇用開発助成金の拡充

○潜在的移住希望者を含む若者のＵＩＪターン支援

○地方自治体等の地域ニーズを踏まえた高齢者の多様な雇用・就業

機会の掘り起こし・提供を行う「生涯現役促進地域連携事業」の創設

○シルバー人材センターが地方公共団体等と連携し新たな就業機会を

創造する「地域就業機会創出・拡大事業」を創設

○生活保護受給者等の就労促進に向けて、地方自治体へ設置するハ

ローワークの常設窓口の増設・増員 等

《平成２８年度予算案等について》

《特に都道府県に関係が深いもの》
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平成２８年度職業安定行政関係予算案の概要

　Ⅰ　予算規模 （単位：百万円）

２７年度
当初予算額

２８年度
予算案

増▲減額 対前年比 備    考

170,296 168,919 ▲ 1,377 99.2%

149,600 149,678 78 100.1%

20,696 19,241 ▲ 1,454 93.0%

22,900 8,308 ▲ 14,592 36.3%

2,552,496 2,469,746 ▲ 82,750 96.8%

　１　雇用維持支援 1,715,924 1,721,146 5,222 100.3%

2,722,792 2,638,665 ▲ 84,126 96.9%

※労働保険特別会計雇用勘定については、歳出の合計を記載。

東日本大震災復興特別会計

総 計

区         分

一 般 会 計

年 金 ・ 医 療 等 に
係 る 経 費 等
（ 義 務 的 経 費 ）

労働保険特別会計雇用勘定

裁 量 経 費

失 業 等 給 付 費

9



 
－平成２８年度予算案のポイント－ 

 
職業安定局 

 
（注）（  ）内の計数は、平成 27 年度当初予算額を示したもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１）若者の適職選択の支援                        ７．２億円（５．１億円） 

「青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）」に基づく企業による青少年雇用

情報（職場情報）の積極的な提供を促すため、若者の採用・育成に積極的な企業等に関するポ

ータルサイトにおいて、新卒者等を募集する企業が自ら職場情報を登録できる機能を追加し、

企業が積極的に職場情報を提供できる環境を整えるなど、法律の円滑な施行に取り組む。 

 

（２）新卒者等の正社員就職の実現【一部新規】【一部再掲・本ページ１（１）参照】  

９５億円（９４億円） 

新卒応援ハローワーク等における新卒者等に対する就職支援や、３年以内の既卒者及び中退

者を対象とした助成金制度の着実な実施により、既卒者等の採用・定着の促進を図るなど、正

社員を希望する新卒者等の就職実現を図る。 

また、高校生就職ガイダンスの中に、労働関係法令に係る基礎知識に関する講義を追加する

とともに、インターネット上で労働関係法令に関する基礎知識を学べる教材の開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

（３）フリーター等の安定雇用への支援【一部新規】           ５１億円（５１億円） 

わかものハローワークに訓練担当の就職支援ナビゲーターを配置して、長期的にフリーター

となっている者等に対するキャリアコンサルティングを通じた職業訓練への誘導・あっせん機

能を強化する。また、夜間・休日でも相談を行うため、電話・メールによる相談を民間委託に

より実施し、わかものハローワーク等への誘導や個別支援体制の強化を図るなど、フリーター

等の安定雇用への支援を行う。 

 

第１ 「全員参加の社会」の実現加速 

全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できるよう、若者・高齢者・女性・障害者等の

活躍を推進する。 

１ 若者の活躍推進                       １４６億円（１４５億円） 

（参考）【平成 27 年度補正予算案】 

○ ３年以内既卒者等採用定着奨励金の創設                 制度要求      

既卒者等の新規学卒枠での応募機会の拡大及び採用・定着の促進を図るため、 

３年以内の既卒者及び中退者を対象とした助成金制度を創設する。 
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（１）企業における高齢者の雇用の促進                １１３億円（８８億円） 
現在、労働政策審議会において 65 歳以上の高齢者への雇用保険の適用拡大について検討を

進めているが、高齢者の職域の拡大、作業環境の改善、健康管理制度の導入等を行う事業主に

対する支援の拡充を図るとともに、有期契約の高齢者について、安定した雇用形態への転換を

促進する事業主に対して支援を行う。 

また、ハローワーク等の紹介により、65 歳以上の高齢者を継続して雇用する労働者として

雇い入れる事業主に対する支援を拡充する。 

 

（２）高齢者の再就職の促進                            ３８億円（３７億円）   
ハローワークに 65 歳以上の求職者支援に重点的に取り組む「生涯現役支援窓口（仮称）」を

設置し、高年齢求職者に対するチームによる支援や 65 歳以上の求職者のための個別求人開拓

に取り組むとともに、技能講習を実施するなど再就職支援の充実を図る。 

 

（３）地域における多様な雇用・就業機会の確保【新規】               ８．５億円 

地方自治体を中心とした地域のニーズを踏まえた多様な雇用・就業機会の掘り起こし・提供

を行う「生涯現役促進地域連携事業（仮称）」を創設する。 

 

（４）シルバー人材センターの機能強化【一部新規】            １２１億円（１１６億円） 
シルバー人材センターが高齢者に多様な就業機会を提供できるよう、地方公共団体や経済団

体と連携し新たな就業機会を創造する「地域就業機会創出・拡大事業（仮称）」を創設するな

ど、同センターの機能を強化する。 

 

（５）高年齢退職予定者キャリア人材バンク事業（仮称）の実施【新規】      ２．６億円 

    生涯現役社会の実現に向けて、（公財）産業雇用安定センターにおいて、高年齢退職予定者

のキャリア等の情報を登録し、その能力の活用を希望する事業者に対してこれを紹介するこ

とにより、高年齢者の就業促進を図る。 

 

（６）起業等による高年齢者等の雇用を創出する企業に対する助成措置の創設【新規】  

              ８．７億円 

多様な就労機会の確保を図り、生涯現役社会の実現を積極的に推進するため、高年齢者等

による成長が期待される分野での起業（いわゆるベンチャー企業）等により、高年齢者等の

雇用創出を行う企業に対する助成を実施する。 

 

 

 

 

 

 

２ 生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整備    

２９１億円（２４２億円） 
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（１）女性の活躍推進のための積極的取組の推進【一部新規】   ３２億円（２９億円） 

マザーズハローワーク事業について、事業拠点の拡充を行い、子育て中の女性等に対する再

就職支援を推進する。また、訓練担当の就職支援ナビゲーターを配置して、ひとり親や、出産・

育児等によるブランクがある女性に対するキャリアコンサルティングを通じた職業訓練への

誘導・あっせん機能を強化する。 

 

（２）ひとり親に対する就業対策の強化 

【一部再掲・本ページ３（１）参照】３４億円（２９億円） 
「ハローワークのひとり親全力サポートキャンペーン」として、マザーズハローワークへ

のひとり親支援専門の就職支援ナビゲーター等の配置や、ひとり親支援を行う NPO 法人との

連携による取組を強化する。 

また、母子家庭の母等について、試行雇用から長期雇用につなげる道を広げるため、トラ

イアル雇用奨励金と特定求職者雇用開発助成金の併用を可能とする。 

 

（３）仕事と家庭の両立支援                           ４４億円（２１億円） 
労働政策審議会における検討を踏まえ、介護休業給付の給付水準の引上げ （40％→67％）

を実施する。 

 

 

 

 

（１）地域就労支援力の強化等による障害者及び企業への職場定着支援の拡充      

８５億円（６５億円） 

雇用障害者数の急速な伸展と職場定着支援に課題の多い精神障害者の就職件数の急増に対

応するため、障害者就業・生活支援センターの実施体制を拡充する。また、障害者の職場適応・

定着等に取り組む事業主に対して助成金による支援を行う。 

 

（２）多様な障害特性に応じた就労促進の推進              ５０億円（４３億円） 

①ハローワークにおける支援の充実・強化                      １７億円（１６億円） 

ハローワークが中心となり、地域の関係支援機関と連携して、就職から職場定着まで一貫

した支援を行う「チーム支援」を実施する。また、職場実習・見学会や就労支援セミナーを

実施することにより、福祉、教育、医療から雇用への移行を推進する。 

 

②障害者の多様な働き方と職域の拡大【新規】                         ７０百万円 

ICT を活用した障害者の在宅雇用など多様な働き方の推進と、農業分野を含めた障害者雇

用の職域拡大を図る。 

 

 

４ 障害者等の活躍推進                  １３８億円（１０９億円） 

３ 女性の活躍推進・ひとり親に対する就業対策の強化    

７７億円（５０億円） 
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③精神障害者、発達障害者、難病患者に対する更なる支援の拡充【一部新規】 

２２億円（１７億円） 

カウンセリングや企業の意識啓発等を実施するなど、精神障害者に対する総合的な雇用支

援を強化するとともに、精神科医療機関と公共職業安定所の連携による、精神障害者の就労

支援モデル事業を実施する。加えて、発達障害者については、就職支援ナビゲーター（発達

障害者等支援分）の増員や、小集団方式により経験交流やグループワーク等を実施する就労

支援事業の創設により、就労支援を充実・強化する。また、難病患者については、難病患者

就職サポーター等による就労支援を推進する。 

 

（３）がん等の疾病による長期療養が必要な労働者に対する就労支援の強化 

２．５億円（０．８億円） 

ハローワークに専門相談員を配置し、がん診療連携拠点病院等と連携したがん患者等に対す

る就職支援事業を全国展開する。 

 

 

 

 

（１）雇用保険制度、求職者支援制度によるセーフティネットの確保                    

１，５２４億円（１，５２３億円） 

労働政策審議会における検討を踏まえ、平成 28 年通常国会に雇用保険法改正法案を提出し、

失業等給付に係る保険料率の引下げ、65 歳以上の高齢者への雇用保険の適用拡大及び介護休

業給付の給付率引上げ等を行う。また、雇用保険を受給できない求職者に対し、職業訓練を実

施し訓練期間中の生活を支援するための給付金を支給する求職者支援制度についても、持続可

能で安心できる制度を確実に運営する。 

※雇用保険制度の失業等給付費として１兆 7,211 億円（1兆 7,159 億円）を計上。 

※求職者支援制度の職業訓練受講給付金等として 225 億円（235 億円）を計上。 

 

（２）生活困窮者等に対する就労支援の強化                ６８億円（６９億円） 

生活保護受給者等の就労促進に向けて、地方自治体へ設置するハローワークの常設窓口を

増設するとともに、当該窓口に配置する就職支援ナビゲーターを新たに増員し、両機関が一体

となった就労支援を充実・強化することにより、支援対象者の就労による自立を促進する。 

また、ハローワークと刑務所・保護観察所等が連携して実施する「刑務所出所者等就労支援

事業」について、就職支援ナビゲーターを増員する等、その強化を図る。 

 

 

 

 

(１)留学生の就職支援の更なる展開と支援体制の強化        ５．２億円（５．３億円） 

留学生の国内企業への就職拡大に向けて、留学生コーナーを拡充し支援体制を強化するとと

もに、関係省庁・機関が連携する「外国人材活躍推進プログラム」の地域展開や、地域の企業

に対する留学生活用に関するセミナーや採用後のフォローアップなどの総合的な支援を実施

する。  

５ 重層的なセーフティネットの構築       １，５９２億円（１，５９２億円） 

６ 外国人材の活用・国際協力         ５．８億円（５．９億円） 
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(２)経済連携協定などの円滑な実施                  ５７百万円（５６百万円） 

経済連携協定などに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者について、インドネシア、フィ

リピン及び、ベトナムから受け入れており、その円滑かつ適正な受入れ及び受入れの拡大のた

め、就労ガイダンスを行うとともに、受入施設に対する巡回指導等を実施する。 
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（１）企業における正社員転換・待遇改善等の強化          ３７７億円（２６８億円） 

「正社員転換・待遇改善実現プラン（仮称）」に基づき、非正規雇用労働者の実態等の把握

を行うとともに、ハローワークによる正社員就職の促進やキャリアアップ助成金の拡充等によ

る事業主支援等を通じて、正社員を希望する人の正社員化、非正規雇用で働く人の待遇改善等

を進める。また、被用者保険の適用拡大を円滑に進める観点から、短時間労働者の賃金引上げ

及び労働時間の延長を行う事業主に対する支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

（２）労働者派遣制度の見直しの着実な実施等               １３億円（１２億円） 

平成 27 年 9 月 30 日に施行された「労働者派遣法改正法」について着実な施行を行う。また、

平成27年10月１日施行の労働契約申込みみなし制度についても理解が進むよう周知広報を行

う。加えて、雇用安定措置やキャリアアップ措置の着実な実施のため、指導監督体制を強化す

るとともに、特定労働者派遣事業の見直し等に伴う円滑な移行支援及び許可審査体制の整備を

引き続き行う。 

 

（３）多様で安心できる働き方の導入促進【再掲・本ページの１（１）参照】 

             ７５百万円（６０百万円） 

非正規雇用労働者のキャリアアップの促進のため、多様な正社員に係る好事例の収集、周知、

啓発を行うとともに、企業向けセミナーの実施などにより、多様な正社員の導入の促進を一層

図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 非正規雇用労働者の待遇改善と希望の持てる生活の実現        

３９０億円（２７９億円） 

第２ 公正、適正で納得して働くことのできる環境整備 

就労形態にかかわらず公正に処遇され、安心して将来に希望を持って働くことができるように非

正規雇用労働者の待遇改善、人材不足分野や地域における人材確保などを推進する。 

（参考）【平成 27 年度補正予算案】 

○ 非正規雇用労働者の正社員転換等の推進                         制度要求 

非正規雇用労働者の正社員転換等を推進するため、キャリアアップ助成金について、 

有期雇用から正規雇用への転換等に係る助成の拡充を行う。 
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（１）ハローワーク等におけるマッチング機能の強化          ２８億円（２８億円） 

ハローワークの求人情報提供ネットワークから、オンラインで、民間職業紹介事業者や地方

自治体等に求人情報を提供するとともに、ハローワークの保有する求職情報について、民間職

業紹介事業者や地方自治体等への提供を行う。また、「雇用対策協定」の締結を推進するとと

もに、希望する地方自治体において、国が行う無料職業紹介等と地方自治体が行う業務をワン

ストップで一体的に実施する。 

 

 

（２）希望するキャリアの実現支援【一部新規】               ５６億円（３２億円） 

労働者の自発的・主体的なキャリア選択を可能にする環境整備を進めるため、年齢にかかわ

りなく中高年人材を活用する企業に対して助成を行う。 

「試行在籍出向」の導入に向けたノウハウの蓄積、課題の抽出を図るため、（公財）産業雇

用安定センターにおいて「試行在籍出向」プログラムをモデル的に実施する。 

 

（３）人材不足分野等における人材確保対策の総合的な推進    １４５億円（１２７億円） 

①潜在有資格者の掘り起こし・マッチング対策の強化                  １８億円（１６億円） 

介護・看護・保育の各分野について、全国の主要なハローワークに設置している「福祉

人材コーナー」の拡充等によるマッチング機能の強化や、建設労働者が不足している地域の

主要なハローワークにおける「建設人材確保プロジェクト」の実施により、人材確保対策を

推進する。 

 

②雇用管理改善による「魅力ある職場づくり」の推進【一部新規】       １２６億円（１１１億円） 

雇用管理改善につながる制度の導入・実施を通じて従業員の職場定着に取り組む事業主

を支援する職場定着支援助成金の支給対象分野の拡大、介護関連事業主が新たに賃金制度を

導入（賃金テーブルの設定等）した場合の助成の拡充及び建設労働者確保育成助成金の助成

対象メニューの拡充等を行う。 

また、介護・建設・運輸分野等の人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善

促進事業を実施するとともに、新たな介護技術等を用いた先進的な取組を行う事業所の雇用

管理改善の好事例把握等により「魅力ある職場づくり」を推進する。 

さらに、「生産性向上と雇用管理改善の両立企業表彰（仮称）」を創設し、労働生産性の

向上と雇用確保・雇用環境の改善を両立させる取組を収集し、特に優良な取組については厚

生労働大臣表彰を行うとともに、ポータルサイトによる周知等を図り、企業の生産性の向上

と雇用管理改善の両立を促進する。 

 

 

 

 

 

２ 人材確保対策の推進                      ２２９億円（１８７億円） 
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ハローワークの全国ネットワークを活用し、潜在的移住希望者を含む若者の UIJ ターン支援

を行うとともに、地方創生に向けて、都道府県単位で取り組む戦略産業雇用創造プロジェクト

の対象地域の拡充や市町村単位で雇用課題の解決に取り組む実践型地域雇用創造事業等によ

り、地方自治体等と連携した取組を行い、地域の実情に即した雇用創出・人材育成を推進する。 
 

 

 

 

  

３ 地方創生に向けた取組の推進            ７３億円（６４億円） 
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（１）原子力災害の影響を受けた被災者の一時的な雇用の確保（復興）【新規】    
４２億円 

原子力災害の影響を受けた被災者の一時的な雇用の確保等を通じた生活の安定を図るため、

民間企業･NPO 等への委託により雇用を創出する「原子力災害対応雇用支援事業（仮称）」につ

いて、緊急雇用創出事業の基金を積み増す等により実施する。 

 

（２）産業施策と一体となった被災地の雇用支援（復興）         ４１億円（１２２億円） 

被災地の雇用のミスマッチ等に資するため、ハローワークにおけるきめ細かな就職支援等と

併せて、産業施策と一体となった雇用面での支援を行う「事業復興型雇用創出事業」について、

緊急雇用創出事業の基金を積み増して実施し、復興に不可欠な生業を中心とする産業の早期自

立と安定的な雇用の確保を図る。 

 

（３）福島避難者帰還等就職支援事業の実施               ４．３億円（４．７億円） 

自治体や経済団体で構成する協議会に対し、就職活動支援セミナー等の避難解除区域等への

帰還者の雇用促進に資する事業を委託する。また、福島県の市町村に対し、市町村の実情に応

じて助成金等雇用創出の支援ツールの活用方法の提案や、手続・運営に関するアドバイスを行

う。さらに、福島県内外の避難者の就職支援を推進する。 

 

１ 震災復興のための雇用対策           ８７億円（１２７億円） 

第３ 東日本大震災からの復興への支援 
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　Ⅱ　主要事項

（単位：百万円）

事　　　　　　　　　　　項

第１　「全員参加の社会」の実現加速

１　若者の活躍推進

（１）若者の適職選択の支援

（２）新卒者等の正社員就職の実現 9,403 9,492

（３）フリーター等の安定雇用への支援 5,062 5,132

２　生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整備

（１）企業における高齢者の雇用の促進 8,837 11,253

（２）高齢者の再就職の促進 3,726 3,787

（３）地域における多様な雇用・就業機会の確保 0 849

（４）シルバー人材センターの機能強化 11,593 12,075

（５）高年齢退職予定者キャリア人材バンク事業（仮称）の実施 0 265

（６）起業等による高年齢者等の雇用を創出する企業に対する助成措置の創設 0 872

３　女性の活躍推進・ひとり親に対する就業対策の強化

（１）女性の活躍推進のための積極的取組の推進 2,875 3,245

（２）ひとり親に対する就業対策の強化 2,875 3,392

（３）仕事と家庭の両立支援 2,091 4,354

４　障害者等の活躍推進

（１）地域就労支援力の強化等による障害者及び企業への職場定着支援の拡充 6,487 8,521

（２）多様な障害特性に応じた就労促進の推進 4,308 4,989

　①ハローワークにおける支援の充実・強化 1,616 1,741

　②障害者の多様な働き方と職域の拡大 0 70

　③精神障害者、発達障害者、難病患者に対する更なる支援の拡充 1,714 2,200

（３）がん等の疾病による長期療養が必要な労働者に対する就労支援の強化 85 247

５　重層的なセーフティネットの構築

（１）雇用保険制度、求職者支援制度によるセーフティネットの確保 152,340

（２）生活困窮者等に対する就労支援の強化 6,904 6,793

６　外国人材の活用・国際協力

（１）留学生の就職支援の更なる展開と支援体制の強化 529 521

（２）経済連携協定などの円滑な実施 56 57

２７年度予算 ２８年度予算案

14,465 14,625

7,747

505 719

24,156 29,100

4,967

159,244 159,193

152,400

585 578

10,880 13,757
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（単位：百万円）

事　　　　　　　　　　　項 ２７年度予算 ２８年度予算案

第２　公正、適正で納得して働くことのできる環境整備

１　非正規雇用労働者の待遇改善と希望の持てる生活の実現 27,938

（１）企業における正社員転換・雇用管理改善の強化 26,769 37,652

（２）労働者派遣制度の見直しの着実な実施等 1,170 1,348

（３）多様で安心できる働き方の導入促進 60 75

２　人材確保対策の推進 18,675

（１）ハローワーク等におけるマッチング機能の強化 2,790 2,807

（２）希望するキャリアの実現支援 3,179 5,597

（３）人材不足分野等における人材確保対策の総合的な推進 12,705 14,480

　①潜在有資格者の掘り起こし・マッチング対策の強化 1,625 1,842

　②雇用管理改善による「魅力ある職場づくり」の推進 11,080 12,637

３　地方創生に向けた取組の推進 6,367

第３　東日本大震災からの復興への支援

１　震災復興のための雇用対策 12,673

（１）原子力災害の影響を受けた被災者等の一時的な雇用の確保 0 4,245

（２）産業施策と一体となった被災地の雇用ミスマッチ対策 12,200 4,063

（３）福島避難者帰還等就職支援事業の実施 473 427

8,735

39,000

22,884

7,320
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○ 少子高齢化という我が国の構造的な課題に取り組むため、政府とし

て、「希望を生み出す強い経済」、「夢をつむぐ子育て支援」、「安心

につながる社会保障」の「新・三本の矢」を放ち、誰もが家庭や職場、

地域で活躍できる「一億総活躍社会」の実現を目指す方針。

○ 昨年11月に「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき

対策」が取りまとまったところ。今後「ニッポン一億総活躍プラン」を策

定する予定。

１．「GDP600兆円」の強い経済実現に向けた当面の緊急対策

■女性・若者・高齢者・障害者等の活躍促進

○障害者等の就労支援体制を拡充する。

※障害者就業・生活支援センターの実施体制の拡充

○企業の採用基準等や学校の入学者資格が、障害や難病のある方が

一律排除されているかのような表現になっていないか総点検を呼び

かけ、改善を促す。

２．「希望出生率1.8」に直結する緊急対策

■結婚・子育ての希望実現の基盤となる若者の雇用安定・待遇改善

○不安定な雇用と低所得のために結婚に踏み切れない若者の希望を

実現するため、既卒者・中退者の雇用機会の確保などを通じ若者の

円滑な就職を支援するとともに、非正規雇用労働者の正社員転換・

待遇改善を推進する。

※３年以内既卒者等採用定着奨励金の創設

キャリアアップ助成金の拡充

《一億総活躍社会について》

《一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策》
※職業安定行政関係を抜粋（※は具体例）

全国厚生労働関係部局長会議 労働分科会
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■出産後・子育て中も就業が可能な多様な保育サービスの充実

○保育士の人材確保を図るため、資格取得に向けた支援、保育補助者

の雇用による勤務環境の改善や、離職した保育士の再就業支援など

を行う。

※ハローワークにおけるマッチング機能の強化

３．「介護離職ゼロ」に直結する緊急対策

■求められる介護サービスを提供するための人材の育成・確保、生産性

向上

○介護人材の確保を図るため、（中略）、キャリアパスの整備を行う事業

主に対する助成の拡充などを行う。

※職場定着助成金の拡充（賃金テーブルの設定等）

※ハローワークにおけるマッチング機能の強化

■介護に取り組む、家族が介護休業・介護休暇を取得しやすい職場環

境の整備

○介護休業の前後で所得を安定させるため、介護休業給付の給付水

準（40%）について、育児休業給付の水準（67％）を念頭に引上げを

検討する。

■生きがいを持って社会参加したい高齢者のための多様な就労機会の

確保、経済的自立に向けた支援

○高齢者が安心して働き続けられる環境を整備するため、高齢者が働き

やすい環境をつくる企業、NPOや起業を支援するとともに、雇用保険

の適用年齢の見直しを検討する。

○高齢者向けの仕事の紹介機能を強化するため、高齢退職予定者の

マッチング支援を行う。また、シルバー人材センターの「臨時的」・「短

期的」・「軽易」という業務範囲限定の要件緩和など、地域の実情に

応じた高齢者の社会参加を促進するための制度の見直しを検討する。

《一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策》
※職業安定行政関係を抜粋（※は具体例）
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≪雇用対策における国と地方自治体の連携強化について≫

○ 都道府県と国が雇用対策において相互に連携することで、更なる住民

サービスの向上を目指すことが重要。今後とも、都道府県労働局との連

携をお願いしたい。

○ これまでの一体的実施事業、雇用対策協定、求人のオンライン提供

等の国・地方との連携実績を踏まえ、昨年12月22日に「平成27年の地

方からの提案等に関する対応方針」（地方分権等）を閣議決定。国と地

方の連携を抜本的に拡充した新たな制度を構築予定。

全国厚生労働関係部局長会議 労働分科会

２ 「平成27年の地方からの提案等に関する対応方針」（H27.12.22閣議決定）の内容

① 国と地方が連携して雇用対策を講じるための「雇用対策協定」を法令に

位置付けることにより、雇用対策における知事の影響力を強化（雇用対

策法）

② 地方公共団体が国と同列の公的な立場で無料職業紹介を実施できる

よう、届出要件その他各種規制を緩和（職業安定法）

③ ハローワークの職業紹介と地方公共団体の相談業務等を一か所で行う

「利用者の視点に立っての一体的実施」を継続的に展開

④ 国による支援の拡充（研修、人事交流、地域雇用対策等）

１ 国と地方の連携による雇用対策の推進の効果

（都道府県が得意とする取組例）

・企業誘致・産業振興による地域産業の発展

・人口流出防止

（国が得意とする取組）

・ハローワークの全国的体系を活かしたセーフティネットとしての雇用の安定化

・景気悪化時等の緊急雇用対策

（国を活用することで・・・）

◆各地域の実情に応じた産業振興策（←ハローワークが適切にマッチング）

◆各地域の人口回復（←ハローワークの全国的体系による移住・就職支援等）
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３ 既存の連携強化策の更なる推進

①雇用対策協定

◆ 平成27年12月末時点で、55自治体（23都道府県32市町）と締結。

◆ 別添資料を参考に、協定締結にご関心があれば、労働局にご相談いた

だきたい。地方版総合戦略と雇用対策協定を連動させることにより、より効

果的な取組を実現することも可能。

◆ 既に締結済みの都道府県については、来年度の事業計画の充実等によ

り、引き続き連携強化をお願いしたい。

②ハローワークが保有する求人情報・求職情報のオンライン提供

（求人情報）

◆ システム改修により、平成27年9月から端末方式については、より安価で

より使い勝手のいい仕組みに改変。四半期ごとに利用申請受付（端末方

式２月1日～3月31日、データ方式平成28年3月1日～4月28日）。

⇒ 都道府県独自に行う職業紹介を充実することが可能に。

◆ 地方公共団体がオンラインで提供を受けたハローワークの求人情報を、

平成２８年４月から委託訓練及び認定職業訓練の実施機関に対して提供

することを可能とする予定。

（求職情報）

◆ 3月22日より提供開始（第１回利用申請受付は1月4日～2月26日）

⇒ ハローワークの求職情報を活用して、誘致企業への人材提供などの充

実を図ることが可能に。

③一体的実施事業

◆ 「平成27年の地方からの提案等に関する対応方針」において、一体的

実施事業を恒常化。

◆ 実務面の改善を検討中（※）。
※就職実績の提供、求職者の情報の共有、各種サービスの充実等

④好事例集の公表

◆ 雇用対策において、地方自治体と国が連携して実施している事例を厚
労省ＨＰに公表（約130の事例を掲載。今後も追加予定）。
厚労省ＨＰ＞政策について > 分野別の政策一覧 > 雇用・労働 > 雇用 > ハローワークと地方自治体の連携 > 様々な国と地方の連携策をご紹介

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000054382.html
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雇用対策における国・地方の連携強化について（総論）

○ 国と地方自治体が、それぞれの強みを発揮し、一体となって雇用対策を進めることで、
住民サービスの更なる強化を目指すことが重要。

※地域の雇用問題を解決するためには、様々な取組を一体的に行う必要がある。（例：企業誘致や産業育成などと職業紹介による企業の

人材確保支援、生活困窮者に対する生活支援と職業紹介などの就労支援）

（参考）雇用対策法（昭和41年法律第132号）（抄）
第五条 地方公共団体は、国の施策と相まつて、当該地域の実情に応じ、雇用に関する必要な施策を講ずるように努めなければならない。

国
地方自治体

全国ネットワークを通じて、憲

法に定められた勤労権の保障のた

めのセーフティーネットの役割を

果たす。

≪主な業務≫

以下の業務を一体的に実施

①全国ネットワークの職業紹介
（就職に関する相談、職業紹介、企業訪問によ

る求⼈開拓、各種セミナー・就職面接会の開催

など）

②雇用保険制度の運営

③雇用対策（障害者雇⽤率の達成指導など）

地方自治体は、無料職業紹

介事業を含む各種の雇用対策

を独自に実施可能であり、地

域の問題に対応するための対

策を実施。

≪主な業務≫※⾃治体により異なる

①企業誘致・産業育成

②生活相談・福祉関係業務

③各種就労支援
（カウンセリング、無料職業紹介事業、

就職面接会、各種セミナー等）

ワ ン ス ト ッ プ 窓 口 設 置
（ 一 体 的 実 施 【 2 9 1 カ 所 】 ）
（ ハ ロ ー ワ ー ク 特 区 【 ２ カ 所 】 ）

連携して
雇用対策を実施

ハローワークの求人情報をオンライン提供
【平成26年９月１日開始、219自治体が利用】

（国と地方の役割分担・連携のイメージ）

<セーフティーネットとしての役割＞ <地域の問題への対応＞
各 種 の 共 同 事 業
（ 誘 致 企 業 の 人 材 確 保 な ど ）

平成27年10月1日時点

ハローワークの求職情報の提供
【平成27年度中に開始予定】

相互に必要な業務実施を要請
平成27年12月末時点

(23 都道府県30市2町)雇用対策協定 【 5 5自治体】
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利用者の利便性を高めることを第一義として、国と地方の連携を抜本的に拡充した新たな制度を構築

（１） 地方の職員の研修に協力 （２） 国と地方の間の人事交流を推進
（３） 地方が取り組む雇用対策事業（雇用拡大、人材育成、無料職業紹介、一体的実施等）への支援

（４） 生活困窮者、若者、女性、高齢者、障害者等の就職や、産業政策、企業誘致に当たり一層の利便性が高まるよう、国と地方の情報共有の一層の推進や事
例集の作成

ハローワークに係る地方分権の方向性

概要

都道府県知事・市町村長と都道府県労働局長との間で雇用対策に関する協定を締結。協定の内容について首長から法令に基づく要請を受けた都道府県労働
局長は、合理的な理由がある場合を除き業務に反映させるよう必要な措置を講ずるものとする。
都道府県労働局長が首長の要請に従わないときは、更に厚生労働大臣に要請することができる。

ポイント１

国と地方が連携して雇用対策を講じるための「雇用対策協定」の法定化により、雇用対策における首長の影響力を強化（雇用対策法）

（１） 地方公共団体が無料職業紹介を行う際の届出を廃止し、民間事業者と同列に課されている規制や監督（職業紹介責任者の選任・帳簿の備え付け・事業停
止命令等）を廃止

（２） 国が地方公共団体に求人情報をオンラインで提供する現行の仕組みを法定化

（３） 地方が行う無料職業紹介施設において、国による雇用保険の失業認定、職業訓練の受講指示、雇用関係助成金の支給手続についても、自治体の希望を踏
まえ、利用者からの十分なニーズが見込まれる場合には、積極的に取り組む（例：国の職員の配置・巡回等）

ポイント２

ポイント３

ハローワークの職業紹介と地方公共団体の相談業務等を一か所で行う「利用者の視点に立っての一体的実施」を継続的に展開

ポイント４

国による支援の拡充

（注）・ 具体的な制度設計に当たっては、地方の代表も参画するなど、地方の意見も十分反映させて行う。
・ 今後、労働政策審議会の議論を踏まえ、雇用対策法及び職業安定法の改正案を地方分権一括法で次期通常国会に提出することを検討。

地方公共団体が国と同列の公的な立場で無料職業紹介を実施できるよう、届出要件その他各種規制を緩和（職業安定法）

（１） ハローワークの地方移管の検討のため平成23年度から試行的に行ってきた「一体的実施」について、引き続き必要な経費を予算措置することで恒常化
（２） 一体的実施施設において、国による雇用保険の失業認定、職業訓練の受講指示、雇用関係助成金の支給手続についても、自治体の希望を踏まえ、利用者

からの十分なニーズが見込まれる場合には、積極的に取り組む（例：国の職員の配置・巡回等）
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平成 27 年の地方からの提案等に関する対応方針（抜粋） 

 

平成 27 年 12 月 22 日 

閣 議 決 定 

 

４ 国から地方公共団体への事務・権限の移譲等 

【厚生労働省】 

（１）職業安定法（昭 22 法 141）、雇用対策法（昭 41 法 132）及び雇用保険法（昭 49

法 116） 

 公共職業安定所（ハローワーク）が行う無料職業紹介事業及び雇用保険の適用、認

定、給付等並びに地方公共団体が行う無料職業紹介事業に対する指導監督等について

は、以下のとおりとする。具体的な措置については、労働政策審議会における審議の

結果を踏まえ、必要な措置を可能なものから順次講ずる。制度設計に当たっては、地

方公共団体の代表が参画する検討の場を設けるなど、地方公共団体の意見を十分に反

映させる。 

（ⅰ）「地方版ハローワーク」（地方公共団体が自ら実施する無料職業紹介）の創設につ

いて 

   地方公共団体が行う無料職業紹介（職業安定法 33 条の４）について、以下の見

直しを行う。 

・地方公共団体が民間とは明確に異なる公的な立場で無料職業紹介を実施できるこ

ととし、国への届出（職業安定法 33 条の４第１項）を廃止する。あわせて、民

間の無料職業紹介事業者と同列に課されている事業の停止命令（職業安定法 32

条の９第２項）、職業紹介責任者の選任（職業安定法 32 条の 14）、帳簿の備付け

（職業安定法 32条の 15）等の規制及び国による監督を廃止する。名称について

は、利用者の利便性に留意しつつ、地方公共団体の自主性を尊重する。 

・無料職業紹介を実施する地方公共団体に対し、国が有する求人又は求職に関する

情報を、求人者及び求職者の同意を得た上で、当該地方公共団体の求めに応じて

国からオンライン等で提供することを法定化する。 

・国が地方公共団体に対しオンラインで提供する情報の範囲に、企業が求める人材

像、より詳細な労働条件等が含まれるようにする方策について平成 28 年度中に

検討し、その結果を踏まえ必要な措置を講ずる。 

・地方公共団体にオンラインで提供される求人情報の割合を向上させるため、求人

受理時の意向確認を引き続き徹底する。 

・地方公共団体がオンラインで提供を受けた求人情報を、委託訓練及び認定職業訓

練の実施機関に対して提供することを可能とする。 

・地方公共団体が受け付けた求人について、地方公共団体から都道府県労働局への
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情報提供に基づき、ハローワークの求人としても受理する。 

・地方公共団体が行う無料職業紹介により求職者を雇用した企業が雇入れ助成金の

対象となることを明確化し、地方公共団体に平成 27 年度中に通知するとともに、

事業主に平成 27年度中に周知する。 

・国による雇用保険の失業の認定（雇用保険法 15 条）、職業訓練の受講あっせん（職

業安定法 19 条及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法

律 12 条）及び雇用関係助成金の支給手続について、無料職業紹介を行う地方公

共団体の希望及び利用者のニーズの見込みを踏まえて対応する。 

（ⅱ）地方公共団体がハローワークを活用する枠組みについて 

  雇用対策における国と地方公共団体の連携（雇用対策法 31 条）について、新た

に以下の枠組みを創設する。 

・地方公共団体が国との間で、職業安定行政を中心とする雇用対策全般について連

携して取り組むための協定を締結できる。 

・協定は、当該協定に係る都道府県又は市町村を管轄する全てのハローワークの所

掌事務を対象とすることができる。 

・協定においては、例えば、運営協議会の設置、事業計画の策定、国と地方公共団

体が連携して取り組む施策・事業（（ⅲ）の一体的サービスの実施等）などの事

項を定める。 

・地方公共団体が協定の内容全般等国の雇用対策について要請するなど、国に対す

る関与ができる仕組みについて、法律上の根拠を設ける。 

（ⅲ）一体的サービスの実施について 

国と地方公共団体が同一施設内で国の無料職業紹介事業等と地方公共団体の雇

用に関する施策（福祉業務に伴う支援、若者・女性・中高年齢者向けの就労支援、

事業主支援等）を一体的に実施するサービス（以下「一体的サービス」という。）

を法定化した上で継続的に実施することとし、その運用について、以下の改善措置

を平成 28年度から講ずる。 

・一体的サービスにおける業務の改善に係る地方公共団体からの要望については、

可能な限り要望を受けたハローワーク又は都道府県労働局で判断を行うこと、要

望の標準的な様式を定め、標準処理期間を設定すること等により、標準的な対応

手続を定め、意思決定を迅速化する。また、要望の実現が困難である場合には、

地方公共団体に対してその理由を明示する。 

・一体的サービスにおけるハローワークの就職実績について、地方公共団体の求め

に応じて、少なくとも月に１回、属性別の人数や個人別の就職状況等の情報を提

供する。 

・国による雇用保険の失業の認定（雇用保険法 15 条）、職業訓練の受講あっせん（職

業安定法 19 条及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法
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